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1.  平成25年5月期の業績（平成24年6月1日～平成25年5月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年5月期 5,724 89.3 253 0.3 93 △42.0 89 24.6
24年5月期 3,023 △82.7 253 △77.8 160 △84.4 71 △99.7

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年5月期 58.56 ― 16.7 1.2 4.4
24年5月期 36.02 ― 21.4 2.0 8.4

（参考） 持分法投資損益 25年5月期  ―百万円 24年5月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年5月期 7,373 700 9.5 272.53
24年5月期 8,180 371 4.5 △378.68

（参考） 自己資本   25年5月期  700百万円 24年5月期  371百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年5月期 924 47 △828 439
24年5月期 15 △94 △63 295

2.  配当の状況 

（注）上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式（非上場）の配当の状況については、後
述の「種類株式の配当の状況」をご覧ください。 

年間配当金 配当金総額
（合計） 配当性向

純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年5月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― 0.0 ―
25年5月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― 0.0 ―
26年5月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 0.0

3. 平成26年 5月期の業績予想（平成25年 6月 1日～平成26年 5月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,213 △50.9 △80 ― △169 ― △171 ― △140.00
通期 9,846 72.0 552 117.6 277 198.1 273 206.5 223.27



※  注記事項 
(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第８条の３の６（会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合）に該 
当するものであります。詳細は、添付資料Ｐ．15「４．財務諸表（５）財務諸表に関する注記事項（重要な会計方針）」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年5月期 1,226,061 株 24年5月期 941,907 株
② 期末自己株式数 25年5月期 ― 株 24年5月期 ― 株
③ 期中平均株式数 25年5月期 1,149,506 株 24年5月期 700,495 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、そ 
の達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件
及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料Ｐ.２「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 



  普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。 

種類株式の配当の状況

第１種優先株式 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計 
  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

24年５月期 － 00  00 － 00  00 00  00

25年５月期 － 00  00 － 00  00 00  00

26年５月期（予想） － 00  00 － 00  00 00  00
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(1）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

当事業年度のわが国経済は、内需の堅調さを背景に緩やかに持ち直しの動きを示しています。 

復興関連需要等から公共投資が順調に推移しているほか、個人消費も消費マインドが改善するもとで、引続き底堅

く推移しています。なお、個人消費に関しては、株高による資産効果を背景とする高額商品の販売以外にも軽自動車

の販売が好調に推移しているほか、外食向け消費が増加するなど、徐々に身近な品目向けの消費の増加へと消費の対

象が広がり始めています。設備投資についても、非製造業を中心に全体としては下げ止まりの動きを示しています。

また、米国経済が堅調な民間需要を背景に緩やかな回復基調が続き、円安効果もあることから、輸出も緩やかな増加

基調となっています。 

当社が属する不動産業界においては、先行指標である新設住宅着工戸数が緩やかながらも回復基調を続けているほ

か、首都圏マンション契約率が好不況の分かれ目とされる70％を超えて推移するなど回復傾向が見られます。所得・

雇用環境についても緩やかながら改善の動きが見え始めていることから、今後の安倍政権の経済政策次第では、不動

産業界の早い段階での本格的な回復も期待できると考えています。 

このような状況の中、当社は、不動産販売事業として新規物件の取得や保有物件の売却を進めると共に不動産企画

業務や販売代理業務といった不動産業務受託事業を推進してまいりました。この結果、当事業年度における売上高は

5,724百万円（前年同期比89.3％増）、営業利益253百万円（同0.3％増）、経常利益93百万円（同42.0％減）、当期

純利益89百万円（同24.6％増）となりました。 

当事業年度のセグメントの業績は、次のとおりであります。 

（不動産販売事業） 

不動産販売事業は、三浦プロジェクトの一部や月島プロジェクト、小石川プロジェクト及び、当社が売主として販

売を実施したリアナスティル森下（東京都墨田区）等、10プロジェクトの引渡しを行ないました。この結果、売上高

は5,021百万円（前年同期比114.1％増）、セグメント利益は436百万円（同32.2％増）となりました。 

（不動産業務受託事業） 

不動産業務受託事業では、ウィル・ヴェール東十条（東京都北区）、アイディーコート日本橋浜町（東京都中央

区）、エコヴィレッジ日本橋水天宮前（東京都中央区）、サンクレイドル板橋区役所前（東京都板橋区）、及びプレ

シス西葛西ヴェルデ（東京都江戸川区）において販売代理業務を行なうことにより販売代理手数料を確保すると共

に、月島２プロジェクトや横浜山下町プロジェクトでは不動産企画手数料を確保いたしました。この結果、売上高は

504百万円（前年同期比6.1％増）、セグメント利益は287百万円（同25.5％減）となりました。 

（賃貸事業） 

賃貸事業は、３物件から賃料収入を確保しております。売上高は198百万円（前年同期比2.3％減）、セグメント利

益は99百万円（同14.3％減）となりました。 

② 次期の見通し 

日本経済は、内需においては、公共工事が各種公共工事の効果から堅調な推移が見込まれるほか、個人消費につい

ても消費対象が広がりを見せる中で底堅い推移が見込まれます。また、米国を中心とした海外経済が持ち直してくる

ことによって、国内経済は緩やかながらも回復基調を辿ることが見込まれます。但し、欧州経済の弱さが世界経済の

持ち直しの動きを妨げるリスクや米国経済における財政面からの景気下押し圧力の高まりといったリスクには留意す

る必要があると考えられます。 

当社が属する不動産業界に関しては、国内景気の回復を背景として徐々に回復基調を辿ることが見込まれます。今

後の安倍政権の経済政策次第では、不動産業界の早い段階での本格的な回復も期待できると考えています。 

このような経済環境のもと、当社としましては、不動産業務受託事業において、コスト負担を抑制しつつ、当社の

強みである創造デザイン力やプレゼンデザイン力を活かして不動産企画業務を推進すると共に、当社の販売マネジメ

ント力を活かした販売代理業務を展開する方針です。また、不動産販売事業においては、共同事業のスタイルにより

コスト負担を抑制しつつ、当社のこれまで培ってきた強みを活かして開発事業での事業拡大を図ります。 

平成26年５月期の業績予想につきましては、売上高9,846百万円（前年同期比72.0％増）、営業利益552 

百万円（同117.6％増）、経常利益277百万円（同198.1％増）、当期純利益273百万円（同206.5％増）を予想して

おります。 

１．経営成績・財政状態に関する分析
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(2）財政状態に関する分析 

 ① 資産、負債及び純資産の状況 

当事業年度末の資産につきましては、前事業年度末から806百万円減少し、7,373百万円となりました。これは主

に、新規物件の取得を行なう一方で保有物件の売却を進めたことから、販売用不動産と仕掛販売用不動産が前事業

年度末と比較して974百万円減少したことによるものです。 

負債につきましては、前事業年度末から1,136百万円減少し、6,673百万円となりました。これは主に、保有物件

の売却を進めたことに伴い借入金を返済したため、有利子負債が前事業年度末と比較して1,058百万円減少したこと

によるものです。 

純資産につきましては、前事業年度末から329百万円増加し、700百万円となりました。これは、第三者割当増資

を実施した結果、資本金が120百万円、資本準備金が120百万円増加したこと、当期純利益を89百万円計上したこと

によるものです。 

 ② キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動により924百万円増加すると共に、

投資活動により47百万円増加しました。一方、財務活動においては828百万円減少いたしました。この結果、資金は

前事業年度末に比べて144百万円の増加となり、当事業年度末残高は439百万円（前事業年度末比48.9％増）となり

ました。 

当事業年度における各活動別の主な要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により獲得した資金は、924百万円（前年同期は15百万円の獲得）となりました。主な要因は、たな卸

資産の減少により951百万円の資金を獲得したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により獲得した資金は、47百万円（前年同期は94百万円の流出）となりました。主な要因は、定期預

金の払戻により121百万円の資金を獲得したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により支出した資金は、828百万円（前年同期は63百万円の流出）となりました。主な要因としては、

第三者割当増資に伴う株式発行により230百万円の収入や新規物件の購入に伴う2,358百万円の借入の実行があり

ましたが、保有物件の売却に伴う借入金の返済により3,416百万円の支出が発生したことによるものであります。

当社のキャッシュ・フロー関連指標の推移は下記のとおりであります。 

（注）各指標の基準は下記のとおりであります。平成23年５月期までは、連結ベースの財務数値により計算しており

ます。ただし、平成23年５月期は連結貸借対照表を作成していないため、自己資本比率の算定の基準となる自己

資本及び総資産、時価ベースの自己資本比率の算定の基準となる総資産及びキャッシュ・フロー対有利子負債比

率の算定の基準となる有利子負債につきましては、単体ベースの財務数値により計算しております。平成24年５

月期以降は単体ベースの財務数値により計算しております。 

１．自己資本比率：自己資本／総資産 

    時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

    キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

２．株式時価総額は自己株式を除く普通株式発行済株式数をベースに計算しております。  

３．キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書又はキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキ

ャッシュ・フローを利用しております。 

  平成21年５月期 平成22年５月期 平成23年５月期 平成24年５月期 平成25年５月期

 自己資本比率（％）  △2.1  △107.9  3.7  4.5  9.5

時価ベースの 

 自己資本比率（％） 
 0.9  4.0  31.7  16.2  81.9

 キャッシュ・フロー対 

 有利子負債比率（年） 
1.8  2.0  0.5  433.7  6.3

 インタレスト・ 

 カバレッジ・レシオ（倍） 
 11.3  16.2  194.4  0.1  5.2
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様に対する利益還元は経営の最重要課題であると考えております。普通株式における利益配分に

関しては、業績の動向と将来の成長及び財務体質の強化に向けた内部留保の充実と15％を基準とした配当性向等を総

合的に勘案して配当額を決定しております。 

しかしながら、当面は業績回復に向けて内部留保を図ることで財務体質の強化と今後の事業活動に備えるため、平

成25年５月期の普通株式及び第１種優先株式に対する配当金については、誠に遺憾ながら無配とさせていただきま

す。 

また、平成26年５月期の配当につきましても、上記理由から、無配とさせていただきたいと考えております。当社

としましては、安定的に収益が確保できる収益構造を確保した上で、配当の復活及び配当性向の維持・向上に努めて

まいります。 

(4）事業等のリスク 

当社の事業内容その他に関するリスクについて、投資家の皆様の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えら

れる主な事項を記載しております。また、必ずしもリスク要因に該当しない事項についても、投資判断上、重要であ

ると考えられる事項については、投資家の皆様に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。なお、当社

は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります。 

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末において当社が判断したものであります。 

  

① 経済状況及び不動産市況の影響について 

当社は、不動産販売事業や不動産業務受託事業を主に行なっておりますが、地価の下落や需要の低下、金利水準

の変動等が当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

② 売上計上時期の集中及びそれに伴う収益発生時期の偏重リスクについて 

当社は、物件の販売については顧客への引渡しを基準として売上計上を行なっております。そのため、引渡し時

期によっては、ある特定時期に売上及び収益が偏重する可能性がある他、想定した売上及び収益が翌事業年度にず

れ込む場合があり、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

③ 販売用不動産等について 

当社は、複数の販売用不動産を保有しておりますが、売却までの間の当該物件に対する買主及びテナントの需要

動向の変化、並びに景気動向、金利動向及び地価動向の変化、更には不動産賃貸物件の賃料水準の低下及び空室率

の上昇等により評価損や売却損が発生する可能性があり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

④ 資金調達について 

用地取得及び物件の取得資金や建築費等の資金調達においては、特定の金融機関に依存することなく、案件毎に

金融機関に対して融資を打診し、融資実行を受けた後に各プロジェクトを進行させております。今後、新たに計画

した資金調達が不調に終わった場合には、当社の業績及び事業展開に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤ 法的規制について 

当社が属する不動産業界は、国土利用計画法、宅地建物取引業法、建築基準法、都市計画法、住宅品質確保促進

法等により、法的規制を受けております。当社は、不動産業者として、「宅地建物取引業法」に基づく免許を受け

て、不動産販売事業、不動産業務受託事業及び賃貸事業を行っております。今後、これらの規制の撤廃や新たな法

的規制が設けられた場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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⑥ 免許登録について 

当社の主要な事業活動の継続には、下表に掲げる免許・登録が必要になります。 

宅地建物取引業免許につきましては、宅地建物取引業法第66条等に該当する場合に取り消されることがありま

す。また、宅地建物取引業法では、宅地建物取引主任者について一定人数を確保すること等の要件が、法律上要求

されており、法定最低人数を欠く場合には免許や登録が取り消される可能性があります。一級建築士事務所登録に

ついては、建築士法第26条等に該当する場合、また、第二種金融商品取引業登録につきましては、金融商品取引法

第52条等に該当する場合に、それらの登録を取り消される可能性があります。 

今後、これら免許・登録が取り消された場合、あるいは有効期間の更新ができなかった場合等には、当社の業績

及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

⑦ 株式の希薄化について 

当社は、役職員の会社業績の向上に対する意欲や士気を高めることを目的として、ストック・オプション制度を

導入しております。今後、行使がなされた場合には、当社の１株当たりの株式価値は希薄化する可能性がありま

す。 

また、当社は平成22年10月31日付で第１種優先株式339,485株を発行しており、当該優先株式には普通株式を対

価として取得できる取得請求権が付与されております。なお、平成25年6月30日時点において、取得請求権を未行

使の第１種優先株式は12,906株残っています。また、当該優先株式には、平成25年12月１日以降において、当社が

普通株式を対価として強制的に取得することができる取得条項も付与されております。したがって、将来におい

て、当社が当該優先株式の取得と引き換えに普通株式を交付した場合には、当社普通株式の既存持分の希釈化を通

じて株価形成に影響を及ぼす可能性があります。 

⑧ 訴訟の可能性について 

当社が開発又は販売している不動産については、取引先又は顧客等による訴訟その他の請求が発生する可能性が

あります。これらの訴訟等の内容及び結果によっては、当社の業績と財務内容に影響を及ぼす可能性があります。

⑨ 情報の漏洩について 

当社は、多数のお客様の個人情報をお預かりしている他、様々な経営情報を保有しております。これらの情報の

管理に関しては、社内の情報管理システムを強化すると共に、従業員等に対する教育・研修等により情報管理の重

要性の周知徹底を図っております。しかし、これらの対策にも関わらず重要な情報が外部に漏洩した場合には、当

社の社会的信用等に影響を与え、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑩ 災害の発生及び地域偏在について 

地震、暴風雨、洪水等の自然災害、戦争、暴動、テロ、火災等の人災が発生した場合、当社が所有する不動産の

価値が著しく下落する可能性があり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。また、当社が保有する不動産

は、経済規模や顧客のニーズを考慮に入れ、東京を中心とする首都圏エリアが中心であり、当該地域における地震

その他の災害、首都圏経済の悪化等により、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

当社は子会社及び関連会社を有しておりません。 

  

免許・登録等の別 番号  有効期間  

宅地建物取引業免許 
東京都知事免許 

(6)第61084号 

平成24年4月13日から 

平成29年4月12日まで 

一級建築士事務所登録 
東京都知事登録 

第52707号  

平成23年10月25日から 

平成28年10月24日まで 

第二種金融商品取引業登録 
関東財務局長（金商） 

第1675号  
───── 

２．企業集団の状況
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（1）会社の経営の基本方針 

当社では、外部環境を分析しつつ、付加価値を高めることのできる素材としての不動産を取得し、周囲の状況や

経済の状態に応じた最高レベルの企画を施し、最も高い価値を実現できる方法で提供することを経営理念として掲

げております。 

当社は、自社の強みを活かして、不動産企画業務や販売代理業務といった不動産業務受託事業を推進すると共

に、これまで多くの経験で培ってきたデザイン力等の強みを活かした不動産販売事業を推進することで新たな成長

軌道を目指して事業活動に邁進してまいります。 

また、東日本大震災による震災被害を踏まえて、住宅産業に関わる一企業として、デザイン性の追及だけでな

く、耐震性の強化や安全性の更なる追求も進めてまいる所存であります。 

（2）目標とする経営指標 

目標とする経営指標といたしましては、強固な財務基盤の確立のため、中長期的には自己資本比率を20～30％の

水準にまで向上させるべく、努力してまいります。 

 (3）中長期的な会社の経営戦略 

当社は、企業価値を向上させるべく、不動産業務受託事業においてはコスト負担を抑制しつつ、当社の強みであ

る創造デザイン力やプレゼンデザイン力を活かして不動産企画業務を推進すると共に、当社の販売マネジメント力

を活かした販売代理業務を展開します。 

また、当社のこれまで培ってきた強みを活かして自社開発を再開する一方、事業規模の大きなプロジェクトに関

しては、共同事業のスタイルによりコスト負担を抑制しつつ、不動産販売事業での事業拡大を図ります。 

さらに、事業拡大に伴う資産の増加と自己資本の規模とのバランスを考慮しながら、安定的な財務基盤の確立を

目指します。 

 (4）会社の対処すべき課題 

① フィービジネスの拡充 

コスト負担を抑制しつつ、当社の強みである創造デザイン力やプレゼンデザイン力を活かして不動産企画業

務を推進すると共に、当社の販売マネジメント力を活かした販売代理業務を推進します。 

② 不動産販売事業の拡大 

当社のこれまで培ってきた強みを活かして自社開発を再開する一方、事業規模の大きなプロジェクト等に関

しては、共同事業のスタイルによりコスト負担を抑制しつつ、不動産販売事業を推進することで事業拡大を目

指します。 

③ 財務基盤の強化 

資金の回転率を高めることで借入金の増加を抑制すると共に、収益拡大を図ることで自己資本比率を高め、

財務基盤の強化を図ってまいります。併せて、事業環境に応じて多様な資金調達方法を模索してまいります。 

  

３．経営方針
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年５月31日) 

当事業年度 
(平成25年５月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※  375 439

売掛金 27 19

販売用不動産 ※  536 ※  254

仕掛販売用不動産 ※  3,787 ※  3,094

未成業務支出金 71 93

貯蔵品 0 0

前渡金 22 11

前払費用 3 109

その他 0 2

貸倒引当金 △2 △0

流動資産合計 4,821 4,024

固定資産   

有形固定資産   

建物 962 980

減価償却累計額 △64 △101

建物（純額） ※  898 ※  879

車両運搬具 2 2

減価償却累計額 △2 △2

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 28 29

減価償却累計額及び減損損失累計額 △24 △26

工具、器具及び備品（純額） 3 2

土地 ※  2,433 ※  2,433

リース資産 2 5

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2 △2

リース資産（純額） － 2

有形固定資産合計 3,335 3,317

無形固定資産   

電話加入権 0 0

ソフトウエア 0 0

無形固定資産合計 0 0

投資その他の資産   

出資金 2 2

長期貸付金 0 －

破産更生債権等 0 1

その他 21 28

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 23 31

固定資産合計 3,359 3,349

資産合計 8,180 7,373
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年５月31日) 

当事業年度 
(平成25年５月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※  515 ※  373

短期借入金 ※  2,604 ※  1,123

1年内返済予定の長期借入金 ※  1,130 ※  630

リース債務 － 1

未払金 ※  126 ※  175

未払費用 43 37

未払法人税等 5 7

前受金 107 116

預り金 10 4

債務免除解除条件成就損失引当金 1 －

その他 7 25

流動負債合計 4,552 2,495

固定負債   

長期借入金 ※  3,119 ※  4,041

リース債務 － 1

退職給付引当金 14 15

長期預り敷金 55 52

資産除去債務 2 2

その他 65 65

固定負債合計 3,256 4,178

負債合計 7,809 6,673

純資産の部   

株主資本   

資本金 977 1,097

資本剰余金   

資本準備金 － 120

資本剰余金合計 － 120

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △605 △516

利益剰余金合計 △605 △516

株主資本合計 371 700

純資産合計 371 700

負債純資産合計 8,180 7,373

㈱プロパスト （3236） 平成25年５月期決算短信

8



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年６月１日 
 至 平成24年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年６月１日 
 至 平成25年５月31日) 

売上高   

不動産販売事業売上高 2,345 5,021

不動産業務受託事業売上高 475 504

賃貸事業売上高 202 198

売上高合計 3,023 5,724

売上原価   

不動産販売事業原価 1,994 4,524

不動産業務受託事業原価 104 232

賃貸事業原価 91 102

売上原価合計 ※1  2,190 ※1  4,859

売上総利益 833 864

販売費及び一般管理費 ※2  579 ※2  610

営業利益 253 253

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 0 0

預り敷金償却益 － 7

未払配当金除斥益 1 －

受取補償金 13 17

その他 3 2

営業外収益合計 18 27

営業外費用   

支払利息 96 107

融資手数料 10 71

債務免除解除条件成就損失引当金繰入 3 －

その他 0 9

営業外費用合計 111 188

経常利益 160 93

特別損失   

和解金 85 －

特別損失合計 85 －

税引前当期純利益 75 93

法人税、住民税及び事業税 3 3

法人税等合計 3 3

当期純利益 71 89
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 （注）原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 

 （注）原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 

  

 （注）原価計算の方法は、個別原価計算によっております。  

売上原価明細書

イ．不動産販売事業原価  

  

前事業年度 
（自 平成23年６月１日 
至 平成24年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年６月１日 
至 平成25年５月31日） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 土地取得費  1,775  89.0  3,120  69.0

Ⅱ 建築費  －  －  384  8.5

Ⅲ 建物取得費  0  0.0  592  13.0

Ⅳ その他の経費  219  11.0  428  9.5

合計  1,994  100.0  4,524  100.0

ロ．不動産業務受託事業原価  

  

前事業年度 
（自 平成23年６月１日 
至 平成24年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年６月１日 
至 平成25年５月31日） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 外注費  42  40.8  33  14.6

Ⅱ 販売人件費  21  20.5  67  29.1

Ⅲ その他の経費  40  38.7  130  56.3

合計  104  100.0  232  100.0

ハ．賃貸事業原価  

  

前事業年度 
（自 平成23年６月１日 
至 平成24年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年６月１日 
至 平成25年５月31日） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 減価償却費  34  37.5  35  34.6

Ⅱ 保守管理費  30  33.9  42  41.3

Ⅲ 租税公課  20  22.3  20  19.9

Ⅳ その他の経費  5  6.3  4  4.2

合計  91  100.0  102  100.0
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年６月１日 
 至 平成24年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年６月１日 
 至 平成25年５月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 977 977

当期変動額   

新株の発行 － 120

当期変動額合計 － 120

当期末残高 977 1,097

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 227 －

当期変動額   

新株の発行 － 120

準備金から剰余金への振替 △227 －

当期変動額合計 △227 120

当期末残高 － 120

その他資本剰余金   

当期首残高 4,100 －

当期変動額   

準備金から剰余金への振替 227 －

欠損填補 △4,327 －

当期変動額合計 △4,100 －

当期末残高 － －

資本剰余金合計   

当期首残高 4,327 －

当期変動額   

新株の発行 － 120

欠損填補 △4,327 －

当期変動額合計 △4,327 120

当期末残高 － 120

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 △5,005 △605

当期変動額   

当期純利益 71 89

欠損填補 4,327 －

当期変動額合計 4,399 89

当期末残高 △605 △516
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年６月１日 
 至 平成24年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年６月１日 
 至 平成25年５月31日) 

利益剰余金合計   

当期首残高 △5,005 △605

当期変動額   

当期純利益 71 89

欠損填補 4,327 －

当期変動額合計 4,399 89

当期末残高 △605 △516

株主資本合計   

当期首残高 299 371

当期変動額   

新株の発行 － 240

当期純利益 71 89

当期変動額合計 71 329

当期末残高 371 700

純資産合計   

当期首残高 299 371

当期変動額   

新株の発行 － 240

当期純利益 71 89

当期変動額合計 71 329

当期末残高 371 700
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年６月１日 
 至 平成24年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年６月１日 
 至 平成25年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 75 93

減価償却費 40 39

受取利息及び受取配当金 △0 △0

支払利息 96 107

融資手数料 10 71

和解金 85 －

売上債権の増減額（△は増加） △14 7

たな卸資産の増減額（△は増加） △58 951

前払費用の増減額（△は増加） 0 △105

仕入債務の増減額（△は減少） △10 △142

未払金の増減額（△は減少） 23 49

賞与引当金の増減額（△は減少） △29 －

債務免除解除条件成就損失引当金の増減額（△は
減少）

△10 △1

前受金の増減額（△は減少） 21 8

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） 5 △3

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5 0

その他 △40 22

小計 199 1,099

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △87 △117

法人税等の支払額 △1 △3

和解金の支払額 △85 －

その他 △10 △53

営業活動によるキャッシュ・フロー 15 924

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △80 △41

定期預金の払戻による収入 － 121

有形固定資産の取得による支出 △14 △19

無形固定資産の取得による支出 － △0

貸付けによる支出 － △30

貸付金の回収による収入 0 30

敷金の差入による支出 － △12

敷金の回収による収入 0 －

その他 － △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △94 47
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年６月１日 
 至 平成24年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年６月１日 
 至 平成25年５月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 498 823

短期借入金の返済による支出 △485 △2,303

長期借入れによる収入 － 1,535

長期借入金の返済による支出 △76 △1,113

株式の発行による収入 － 230

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △63 △828

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △142 144

現金及び現金同等物の期首残高 437 295

現金及び現金同等物の期末残高 ※  295 ※  439
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 該当事項はありません。  

  

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成業務支出金 

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

(2) 貯蔵品 

最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

建物（建物附属設備は除く） 

定額法 

建物以外  

イ 平成19年３月31日以前に取得したもの 

旧定率法 

ロ 平成19年４月１日以降に取得したもの 

定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物                  ３～50年 

車両運搬具        ３年 

工具、器具及び備品  ２～５年 

（会計方針の変更） 

（減価償却方法の変更） 

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年６月１日以後に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。  

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

  自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

(3) リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

３．繰延資産の処理方法 

株式交付費 

  支出時に全額費用として処理しております。 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協

会 会計制度委員会報告第13号）に定める簡便法（期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）に

より、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

(3) 債務免除解除条件成就損失引当金 

いったん行われた債務免除につき、弁済原資が生じることによりその債務免除の一部が撤回されること

に備えるため、将来の発生見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。 

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。  

６．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、発生

年度の期間費用として処理しております。 

  

(5）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（重要な会計方針）
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※   担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりであります。 

  

 担保付債務は、次のとおりであります。 

  

（貸借対照表関係）

  
前事業年度 

（平成24年５月31日） 
当事業年度 

（平成25年５月31日） 

現金及び預金  百万円 80 百万円 －

販売用不動産   536  254

仕掛販売用不動産   3,776  3,078

建物   896  879

土地   2,433  2,433

計  7,721  6,645

  
前事業年度 

（平成24年５月31日） 
当事業年度 

（平成25年５月31日） 

買掛金  百万円 425 百万円 276

短期借入金   2,604  1,123

１年内返済予定の長期借入金  1,130  628

未払金   94  94

長期借入金   3,119  4,025

計  7,375  6,148
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※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。 

  

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度7.6％、当事業年度14.5％、一般管理費に属する費

用のおおよその割合は前事業年度92.4％、当事業年度85.5％であります。 

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

（表示方法の変更） 

前事業年度において、主要な費目として表示しておりました「支払手数料」及び「株式関連費用」は、販売費及

び一般管理費の合計額の100分の５以下となったため、当事業年度においては、主要な費目として表示しておりま

せん。なお、前事業年度の「支払手数料」は38百万円、「株式関連費用」は35百万円であります。 

    

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成23年６月１日 
至 平成24年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年６月１日 
至 平成25年５月31日） 

百万円 21 百万円 95

  
前事業年度 

（自 平成23年６月１日 
至 平成24年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年６月１日 
至 平成25年５月31日） 

その他販売経費  百万円 39 百万円 60

従業員給与及び賞与   207  209

退職給付費用   5  4

法定福利費  35  43

地代家賃  33  35

事務委託費   68  48

減価償却費   6  4

貸倒引当金繰入   2  △1
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前事業年度（自 平成23年６月１日 至 平成24年５月31日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加 519,982株は、第１種優先株式の取得請求権の行使に伴い交付されたもので

あります。 

     ２．第１種優先株式の発行済株式総数の減少 227,814株は、自己株式の消却による減少であります。 

     ３．第１種優先株式の自己株式の株式数の増加 259,991株は、第１種優先株式の取得請求権の行使により増加した

ものであります。 

４．第１種優先株式の自己株式の株式数の減少 227,814株は、自己株式の消却による減少であります。 

  

当事業年度（自 平成24年６月１日 至 平成25年５月31日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加 284,154株は、第三者割当による新株の発行による増加 200,000株、第１種

優先株式の取得請求権の行使による新株の発行による増加 84,154株であります。 

     ２．第１種優先株式の発行済株式総数の減少 33,736株は、自己株式の消却による減少であります。 

     ３．第１種優先株式の自己株式の株式数の増加 41,821株は、第１種優先株式の取得請求権の行使により増加した

ものであります。 

４．第１種優先株式の自己株式の株式数の減少 33,736株は、自己株式の消却による減少であります。 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
当事業年度期首株式
数（株） 

当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株）  

発行済株式                        

普通株式（注）１  421,925  519,982  －  941,907

第１種優先株式

（注）２ 
 339,485  －  227,814  111,671

合計  761,410  519,982  227,814  1,053,578

自己株式                        

普通株式  －  －  －  －

第１種優先株式

（注）３，４ 
 94  259,991  227,814  32,271

合計  94  259,991  227,814  32,271

  
当事業年度期首株式
数（株） 

当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株）  

発行済株式                        

普通株式（注）１  941,907  284,154  －  1,226,061

第１種優先株式

（注）２ 
 111,671  －  33,736  77,935

合計  1,053,578  284,154  33,736  1,303,996

自己株式                        

普通株式  －  －  －  －

第１種優先株式

（注）３，４ 
 32,271  41,821  33,736  40,356

合計  32,271  41,821  33,736  40,356
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※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

該当事項はありません。 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前事業年度 

（自 平成23年６月１日 
至 平成24年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年６月１日 
至 平成25年５月31日） 

現金及び預金勘定 375百万円 439百万円 

担保に供している定期預金 △80  －  

現金及び現金同等物 295  439  

（持分法損益等）
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１．報告セグメントの概要  

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会、その他

の会議体が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

当社は、製品・サービスの内容等が概ね類似している各個別プロジェクトを集約し、「不動産販売事業」

「不動産業務受託事業」「賃貸事業」の３つを報告セグメントとしております。  

各報告セグメントの主要な内容は、次のとおりであります。 

  不動産販売事業・・・・・不動産の開発・販売 

  不動産業務受託事業・・・販売代理業務、不動産企画業務、その他不動産に関するコンサルティング業務

  賃貸事業・・・・・・・・オフィスビル・マンションの賃貸 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一でありま

す。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。  

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報  

前事業年度（自平成23年６月１日 至平成24年５月31日） 

（注）１．セグメント利益の調整額 △579百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

    セグメント資産の調整額 408百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産でありま

す。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない余資運用資金（現金及び預金等）及び管理部門

に係る資産であります。 

    減価償却費の調整額 ６百万円は、管理部門の資産に係るものであります。 

    有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 ３百万円は、管理部門の設備投資額でありま

す。  

２．セグメント利益は、財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 

合計 
調整額 
（注）１ 

財務諸表 
計上額 
（注）２ 

不動産 
販売事業 

不動産業務 
受託事業 

賃貸事業 

売上高             

外部顧客への売上高  2,345  475  202  3,023  －  3,023

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

 －  －  －  －  －  －

計  2,345  475  202  3,023  －  3,023

セグメント利益  329  385  116  832  △579  253

セグメント資産  4,345  95  3,330  7,771  408  8,180

その他の項目                                    

  減価償却費  －  －  34  34  6  40

  有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 
 －  －  9  9  3  13
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当事業年度（自平成24年６月１日 至平成25年５月31日） 

（注）１．セグメント利益の調整額 △569百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

    セグメント資産の調整額 470百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産でありま

す。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない余資運用資金（現金及び預金等）及び管理部門

に係る資産であります。 

    減価償却費の調整額 ４百万円は、管理部門の資産に係るものであります。 

    有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 ４百万円は、管理部門の設備投資額でありま

す。  

２．セグメント利益は、財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

前事業年度（自 平成23年６月１日 至 平成24年５月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

海外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。 

   

(2）有形固定資産 

海外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

   

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 

合計 
調整額 
（注）１ 

財務諸表 
計上額 
（注）２ 

不動産 
販売事業 

不動産業務 
受託事業 

賃貸事業 

売上高             

外部顧客への売上高  5,021  504  198  5,724  －  5,724

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

 －  －  －  －  －  －

計  5,021  504  198  5,724  －  5,724

セグメント利益  436  287  99  823  △569  253

セグメント資産  3,477  113  3,312  6,903  470  7,373

その他の項目                                    

  減価償却費  －  0  35  35  4  39

  有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 
 －  0  17  18  4  22

ｂ．関連情報

  （単位：百万円）

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名 

一建設株式会社   837 不動産販売事業・不動産業務受託事業

月島一丁目3、4、5番地区市街地

再開発組合 
 494 不動産販売事業 

株式会社エフ・コーポレーション  463 不動産販売事業 
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当事業年度（自 平成24年６月１日 至 平成25年５月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

海外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。 

   

(2）有形固定資産 

海外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  （単位：百万円）

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名 

一建設株式会社   1,135 不動産販売事業・不動産業務受託事業

株式会社カインズリアルエステート  808 不動産販売事業 

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

  
前事業年度 

（自 平成23年６月１日 
至 平成24年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年６月１日 
至 平成25年５月31日） 

１株当たり純資産額 円 △378.68 円 272.53

１株当たり当期純利益金額 円 36.02 円 58.56

  
前事業年度 

（平成24年５月31日） 
当事業年度 

（平成25年５月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  371  700

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 728  366

（うち優先株式払込金額（百万円）） （ ） 635 （ ） 300

（うち優先配当額（百万円）） （ ） 92 （ ） 65

普通株式に係る期末の純資産額（百万円）  △356  334

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株） 
 941,907  1,226,061

  
前事業年度 

（自 平成23年６月１日 
至 平成24年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年６月１日 
至 平成25年５月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益金額（百万円）  71  89

普通株主に帰属しない金額（百万円）  46  21

（うち優先配当額（百万円））  （ ） 46 （ ） 21

普通株式に係る当期純利益金額（百万円）  25  67

期中平均株式数（株）  700,495  1,149,506

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

平成18年８月28日定時株主総会

決議ストックオプション 

（第５回新株予約権） 

（株式の数 2,775株）  

第１種優先株式 

（株式の数 79,400株）  

平成18年８月28日定時株主総会

決議ストックオプション 

（第５回新株予約権） 

（株式の数 株）  

第１種優先株式 

（株式の数 株）  

2,775

37,579
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該当事項はありません。  

   

(1）役員の異動 

決算短信発表日（平成25年７月12日)現在、未定でありますので、開示内容が定まり次第、開示いたします。 

(2）その他 

該当事項はありません。 

  

（重要な後発事象）

５．その他
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